
’

第
、／、／、一

233

S

■写叩■■甲■■■■■宇甲亨守マロ句字句写ロ■司亨P車甲司守寺▼甲＝■＝ロマロマ■守守＝マロマロ画■守口首守口マローロロマーロママーーロママロマ■F■でで画画で■■■■■■甲司■司亨司甲亨叩車■■■｡巴｡■｡｡｡●毎句●●■■■■●

色｡■･争■●■●■毎■●｡｡▲凸●■●■争●●●色●●●■△●●､●■●■●､●●●●●●■●■●■■●●●■●●■●●●巳●■●●■●■心■●●■●■●●●由●●●■B●､■由■●△■申bD｡●●●●今p◆■●｡●｡●●■●■■

｡｡｡p●■寺｡■●■●■●■｡｡■●■●pp寺●守●■守寺■●■●■毎■申守合印◆毎今●■◆■｡○今■今◆■◆●争■争●争●●●令◆●争寺●争●合･●■毎■●■●■●pq◆●p●｡◆●be甲｡■●●●●■●■｡■■■･■今●○寺甲
■－◆◆◆旬占ゆ●｡●p◆■白白●●●◆令●■命■●●●今■凸●命■｡■■■●､■●｡●■●●●■●■■●■●●●●●●●●●｡■●●■●■●■●■●①●●b■●■毎●■由●●●■■血●■◆■▲●●●●ゆ◆●争や●●中■●●､■凸今

●●B●●■●｡●●●●●●■●●■●●●p●■･■寺■争｡●●ご●■■争■守口守寺●●守●●｡●争ゆ■●●■守ら◆●◆●舎■●●今●■寺●●●G甲令●や●F■①毎■■■寺■●■◆■守寺｡■寺●●■●●●■凸｡●■●●毎■●●■●匂

蕊雛翻調識鶏割議謝蕊目箔照難蕊毎凋蟹醗蕊

リーダァスクラブFAXニュース

号 リーダ季ァ皇スクラプ塵 (1994年）稲6年12月13日火曜日

発行所 株式会社 FPｼﾐｭﾚー ｼｮﾝ

◇

養老保険契約と給与課税

Q:会社で社員を対象とした2分の1損金

になる保険に加入しようと考えていますが、

注意すべきことはありますか。

A.:法人が契約者で、役員又は使用人を被

保険者とする養老保険に加入している場合、

死亡保険金の受取人が被保険者の遺族で、生

命保険金の受取人が会社という契約を交わし

ていれば、保険料の2分の1は期間の経過に

応じて損金に算入することができます（法人

税基本通達9－3－4） ⑨

同時に被保険者である社員には何ら課税関

係は生じません。

しかし、役員又は部課長その他特定の使用

人のみを被保険者としている場合には、保険

料の2分の1は損金とはならず、当該役員又

は使用人に対する給与となります（同通達た

だし書き） ◎

所得税基本通達には、加入資格の有無、保

険金額等に格差が設けられている場合でも、

それが職種、年齢、勤続年数等に応ずる合理

的な基準により、普遍的に設けられた格差で

あると認めるときは、給与課税とはならない

とされています。

このほど、国税不服審判所が会社が一定の

役職以上の従業員にかけていた養老保険の保

険料は、その被保険者の給与に該当する裁決

を行っています。役職は加入の合理的な基準

に足り得ないと判断されたわけです。

全従業員を対象としない場合は、給与課税

の問題があります。給与課税とならないため
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には、どういう基準にするか注意を要します。


